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1. 居住誘導区域の設定 
1.1 居住誘導区域とは 

居住誘導区域は、⼈⼝減少の中にあっても⼀定のエリアにおいて⼈⼝密度を維持すること
により、⽣活サービスやコミュニティが持続的に確保されるよう、居住を誘導すべき区域で
す。 

このため、居住誘導区域は、都市全体における⼈⼝や⼟地利⽤、交通や財政の現状及び将
来の⾒通しを考慮しつつ、居住誘導区域内外にわたる良好な居住環境を確保し、地域におけ
る公共投資や公共公益施設の維持運営などの都市経営が効率的に⾏われるよう定めます。 

居住誘導区域を設定することが望ましい区域として、都市計画運⽤指針では以下の条件に
該当する範囲とされています。 

  

①都市機能や居住が集積している都市の中⼼拠点及び⽣活拠点及びその周辺の区域 

②都市の中⼼拠点及び⽣活拠点に公共交通により⽐較的容易にアクセスすることができ、都

市の中⼼拠点及び⽣活拠点に⽴地する都市機能の利⽤圏として⼀体的である区域 

③合併前の旧町村の中⼼部等、都市機能や居住が⼀定程度集積している区域 

(都市計画運⽤指針(平成 30 年 9 ⽉ 5 ⽇⼀部改正)) 

出典：都市計画運⽤指針における⽴地適正化計画に係る概要(平成 28 年 9 ⽉ 1 ⽇⼀部改正) 

図 居住誘導区域 イメージ図
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1.2 居住誘導区域設定の視点 
居住の誘導を図る区域は、医療・福祉・商業等の⽣活サービス機能が充実しており、

公共交通ネットワークの利便性が⾼く、拠点へのアクセスが確保されていることが必要
です。 

居住誘導区域は、⽣活サービスや公共交通などの⽣活利便性の⾼い範囲に設定します。
そのために必要となる視点① ④を以下のフロー図に沿って整理し、本市の⽴地適正化
計画における居住誘導区域に適した区域を抽出します。 

 
  

居住能誘導区域設定の視点
視点①都市機能の利便性の⾼い範囲の抽出 

住⺠の⽣活を⽀える機能やサービスが⾝近に備わる区域が居住を誘導すべき区域であるため、各
都市機能の徒歩圏域が重なる利便性の⾼い範囲を抽出します。

視点②公共交通によるアクセスが容易な範囲の抽出 
公共交通の利便性の⾼い地域においては、居住が少ない地域であっても公共交通を維持するため

に、公共交通によるアクセスが容易な範囲を抽出します。

視点③⼀定の⼈⼝密度を維持する範囲の抽出 
⼀定の⼈⼝密度のある区域は、将来においても⼈⼝密度を維持するために居住誘導区域として検

討します。⼈⼝密度は 40 ⼈/ha を条件とします。

視点④居住誘導区域に含まない範囲の抽出 
都市計画運⽤指針より居住誘導区域に含まない、災害危険区域などの範囲を抽出し、居住誘導区域

から外します。 

【視点③】 

【視点①】 

【視点②】 居住誘導区域の設定 

【視点④】

視点① ③から、居住誘導区域に
適した範囲を抽出

居住誘導区域に適した範囲と居住誘導区域
に含まない範囲を考慮して誘導区域を設定 

表  居住誘導区域設定の視点

図 居住誘導区域設定フロー
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（1） 都市機能の利便性の⾼い範囲の抽出(視点①) 
住⺠の⽣活を⽀える機能やサービスが⾝近に備わる区域が居住を誘導すべき区域であるこ

とから、各都市機能の徒歩圏域が複数重なる利便性の⾼い範囲を都市機能から歩いて利⽤で
きる範囲(300ｍ※31)とし、各都市機能が 2 つ以上重なる範囲を抽出します。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
（2） 公共交通によるアクセスが容易な範囲の抽出(視点②) 

公共交通の利便性の⾼い地域においては、居住が少ない地域であっても公共交通を維持す
るために、⼀定の⼈⼝密度を確保する必要があるため、利便性の⾼い公共交通のアクセスの
容易な範囲を、バス路線からの徒歩圏(300ｍ※31)と鉄道駅からの徒歩圏(1km※32)とし抽出
します。 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
  

※31 無理なく歩ける距離として、「90％の⼈が抵抗を感じない徒歩距離が 300ｍ」という調査結果を使⽤しています。 
出典：バスサービスハンドブック、⼟⽊学会 

※32 アクセシビリティ指標活⽤の⼿引きでは、鉄道駅から徒歩 20 分(直線距離で 1km)の距離を、アクセシビリティ算出
上の徒歩限界としている。出典：アクセシビリティ指標活⽤の⼿引き(案)

図 視点②公共交通によるアクセスが容易な範囲

・介護福祉機能 
・⾦融機能 
・⼦育て機能 
・⾏政機能 
・⽂化機能 
・校区コミュニティ協議会 

図 視点①都市機能の集約する範囲

医療機能分布 

商業機能分布 

教育機能分布 
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（3） ⼀定の⼈⼝密度を維持する範囲の抽出(視点③) 
都市機能や公共交通を維持していくためには、⼀定の⼈⼝密度を保つ必要があります。よ

って、都市機能や公共交通の維持に必要な⼈⼝密度を DID(⼈⼝集中地区)と同じ 40 ⼈/ha
と捉え範囲を抽出します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

（4） 居住誘導区域の候補となる範囲の抽出 
複数の都市機能が利⽤しやすく(視点①)公共交通によるアクセスが便利であり(視点②)、

将来においても⼀定の居住者がおりコミュニティが継続的に確保できる(視点③)という、居
住を誘導する上で必要な条件を満たしている区域を抽出し、居住誘導区域に適した範囲とし
て設定します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

図 視点③⼀定の⼈⼝密度を維持する範囲の抽出

図 居住誘導区域の候補となる範囲
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（5） 居住誘導区域に含まない範囲の抽出(視点④) 
都市計画運⽤指針より居住誘導区域に含まないとされている区域(⼟砂災害特別警戒区域、

津波災害特別警戒区域、地すべり防⽌区域、急傾斜地崩壊危険区域)等を考慮し居住誘導区域
を設定します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
  

出典：都市計画運⽤指針における⽴地適正化計画に係る概要(平成 28 年 9 ⽉ 1 ⽇⼀部改正) 

図 居住誘導区域に含まないこととすべき区域

図 視点④居住誘導区域と危険災害区域との重ね図
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1.3 居住誘導区域 
居住誘導区域の設定の視点より、居住誘導区域の設定を⾏います。区域については、以下

のとおりとなります。 

（1） 全体図 
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（2） 重富駅周辺から帖佐駅周辺までの居住誘導区域 
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（3） 錦江駅周辺から加治⽊駅周辺の居住誘導区域 
 



 

 


